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中間財務諸表等 

(1)中間貸借対照表 
 (単位：千円) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日現在) 

前中間会計期間末 

(平成16年９月30日現在) 

前 事 業 年 度           
要 約 貸 借 対 照 表           
(平成17年３月31日現在) 科       目 

金     額 構成比 金     額 構成比 

増減率 

金    額 構成比 

（資産の部）  
％ 
 

 
 

％ 
 

％ 
  

％ 
 

Ⅰ 流 動 資 産         

１ 現 金 及 び 預 金           12,094,822  13,476,081  △10.2 13,493,608  

２ 受 取 手 形           5,846,681  3,940,007  48.4 7,013,986  

３ 売 掛 金           3,526,445  4,635,211  △23.9 8,435,487  

４ た な 卸 資 産           4,826,447  3,665,776  31.7 4,676,476  

５ 繰 延 税 金 資 産           149,205  276,745  △46.1 219,547  

６ そ の 他           783,720  559,795  40.0 370,053  

 貸 倒 引 当 金           △ 8,076  △ 7,778  3.8 △16,278  

  流 動 資 産 合 計  27,219,247 60.6 26,545,839 61.9 2.5 34,192,881 66.2 

Ⅱ 固 定 資 産       
 

 

１ 有 形 固 定 資 産            ※１        

(1) 建 物           3,699,686  3,903,812  △5.2 3,776,452  

(2) 土 地           2,654,834  2,696,334  △1.5 2,696,334  

(3) そ の 他           1,398,882  1,268,231  10.3 1,488,739  

 有 形 固 定資産合計             7,753,404  7,868,379  △1.5 7,961,526  

２ 無 形 固 定 資 産             1,602,692  1,705,907  △6.1 1,838,368  

３ 投 資 その他の資産                    

(1) 繰 延 税 金 資 産           1,791,067  1,052,264  70.2 1,506,460  

(2) 会 員 権           1,560,767  2,037,303  △23.4 1,675,053  

(3) 保 険 積 立 金           1,601,569  1,874,053  △14.5 1,622,739  

(4) そ の 他          ※１ 4,433,677  3,200,759  38.5 4,000,071  

 貸 倒 引 当 金           △ 1,054,501  △ 1,432,255  △26.4 △1,172,954  

 投資その他の資産合計             8,332,581  6,732,124  23.8 7,631,370  

  固 定 資 産 合 計  17,688,677 39.4 16,306,411 38.1 8.5 17,431,265 33.8 

  資 産 合 計  44,907,924 100.0 42,852,250 100.0 4.8 51,624,147 100.0 
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(単位：千円) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日現在) 

前中間会計期間末 

(平成16年９月30日現在) 

前 事 業 年 度           
要 約 貸 借 対 照 表           
(平成17年３月31日現在) 科       目 

金     額 構成比 金     額 構成比 

増減率 

金    額 構成比 

（負債の部）  
％ 
 

 
 

％ 
 

％ 
  

％ 
 

Ⅰ 流 動 負 債         

１ 支 払 手 形           9,359,706  7,768,356  20.5 11,497,918  

２ 買 掛 金           1,545,976  2,676,940  △42.2 5,399,925  

３ 短 期 借 入 金           2,100,000  2,300,000  △8.7 2,100,000  

４ 
１年以内返済予定の 
長 期 借 入 金           1,650,000  460,000  258.7 1,650,000  

５ 未 払 法 人 税 等           1,335,221  1,079,582  23.7 2,271,740  

６ そ の 他           1,676,280  1,985,619  △15.6 1,842,251  

  流 動 負 債 合 計  17,667,184 39.4 16,270,498 38.0 8.6 24,761,835 48.0 

Ⅱ 固 定 負 債       
 

 

 １ 長 期 借 入 金           3,175,000  4,825,000  △34.2 3,250,000  

 ２ 役員退職慰労引当金  199,510  218,084  △8.5 232,940  

 ３ そ の 他           44,880  73,257  △38.7 63,818  

  固 定 負 債 合 計  3,419,391 7.6 5,116,341 11.9 △33.2 3,546,758 6.8 

  負 債 合 計  21,086,575 47.0 21,386,840 49.9 △1.4 28,308,594 54.8 

（資本の部）         

Ⅰ 資 本 金  674,000 1.5 674,000 1.6 - 674,000 1.3 

Ⅱ 資 本 剰 余 金         

 １ 資 本 準 備 金  680,008  680,008  - 680,008  

  資 本 剰 余 金 合 計  680,008 1.5 680,008 1.6 - 680,008 1.3 

Ⅲ 利 益 剰 余 金         

 １ 利 益 準 備 金  30,000  30,000  - 30,000  

 ２ 任 意 積 立 金  19,018,137  17,026,053  11.7 17,026,053  

 ３ 中間（当期）未処分利益  3,411,387  3,050,499  11.8 4,899,197  

  利 益 剰 余 金 合 計  22,459,525 50.0 20,106,552 46.9 11.7 21,955,251 42.6 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  8,071 0.0 4,849 0.0 66.4 6,550 0.0 

Ⅴ 自 己 株 式  △ 257 0.0 - 0.0 - △ 257 0.0 

  資 本 合 計  23,821,348 53.0 21,465,410 50.1 11.0 23,315,552 45.2 

  負債資本合計  44,907,924 100.0 42,852,250 100.0 4.8 51,624,147 100.0 
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(2)中間損益計算書 
(単位：千円) 

当 中 間 会 計 期 間           

(自 平成17年４月１日至 平成17年９月30日) 
前 中 間 会 計 期 間           

(自 平成16年４月１日至 平成16年９月30日) 

前 事 業 年 度           
要 約 損 益 計 算 書           

(自 平成16年４月１日至 平成17年３月31日) 科       目 

金     額 百分比 金     額 百分比 

増減率 

金   額 百分比 

   ％  ％ ％  ％ 

Ⅰ 売 上 高  22,624,421 100.0 20,492,574 100.0 10.4 49,832,854 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価  14,957,177 66.1 13,181,008 64.3 13.5 33,315,209 66.9 

  売 上 総 利 益  7,667,243 33.9 7,311,565 35.7 4.9 16,517,645 33.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  4,621,951 20.4 4,724,722 23.1 △2.2 10,528,879 21.1 

  営 業 利 益  3,045,291 13.5 2,586,843 12.6 17.7 5,988,765 12.0 

Ⅳ 営 業 外 収 益 ※１ 270,164 1.2 216,496 1.1 24.8 814,240 1.6 

Ⅴ 営 業 外 費 用 ※２ 75,871 0.4 80,344 0.4 △5.6 164,453 0.3 

  経 常 利 益  3,239,585 14.3 2,722,995 13.3 19.0 6,638,552 13.3 

Ⅵ 特 別 利 益  30,221 0.1 - - - - - 

Ⅶ 特 別 損 失 ※３ 569,803 2.5 360,636 1.8 58.0 511,812 1.0 

  税引前中間（当期）純利益  2,700,003 11.9 2,362,358 11.5 14.3 6,126,739 12.3 

  法人税、住民税及び事業税 ※４ 1,280,059 5.7 1,030,000 5.0 24.3 3,196,000 6.4 

  法人税等調整額          ※４ △ 215,301 △1.0 △ 156,018 △0.8 38.0 △ 554,174 △1.1 

  中間（当期）純利益  1,635,245 7.2 1,488,376 7.3 9.9 3,484,914 7.0 

  前 期 繰 越 利 益           1,776,142  1,562,122  13.7 1,562,122  

  中 間 配 当 額  -  -  - 147,839  

  中間（当期）未処分利益          3,411,387  3,050,499  11.8 4,899,197  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの    中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの    移動平均法による原価法 

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品・製品・原材料・仕掛品   総平均法による原価法 

貯蔵品             最終仕入原価法による原価法 

  

３．デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法 

 

４．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 定率法 

ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物 (附属設備を除く)については、 

定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物     ５～50年 

機械及び装置 ７～17年 

無形固定資産 定額法 

ただし、ソフトウエアの市場販売分については、販売可能期間（３年）、自社利用分に

ついては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

長期前払費用 法人税法の規定に基づく定額法 

投資不動産等 建 物  定額法 

その他  定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物     39～47年 

その他      ６年 

 

５．引当金の計上基準 
貸倒引当金     売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 
退職給付引当金   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上して

おります。なお、年金資産見込額が退職給付債務見込額に未認識数理計算上の差異を加

減した額を超過しており、その差額は前払年金費用として計上しております。数理計算

上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10 年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌翌事業年度から費用処理

することとしております。 
役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に充てるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しており

ます。 

 
６．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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７．ヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

また、金利スワップの特例処理の要件を満たすものについては、特例処理を行っております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ取引 

ヘッジ対象：借入金利息 

(3)ヘッジ方針 

ヘッジ取引の管理は、総務センタが担当しており、執行と事務手続きを分離するなどにより、相互牽制が働く

体制をとっております。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジの有効性評価は、借入金の金利変動リスクを回避する目的とキャッシュ・フローの固定化を目的として

おり、有効性が高いと認めております。 

(5)その他 

取引契約においては信用度の高い金融機関を相手先としており、信用リスクはほとんどないと判断しておりま

す。 

 

８．消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜処理を行っております。 

 

９．固定資産の減損に係る会計基準 

 当中間会計期間より「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。これにより税引前中間純利益は518,489千円減少

しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控除してお

ります。 
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注 記 事 項          

(中間貸借対照表関係) 
 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日現在) 

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日現在) 

前事業年度末         
(平成17年３月31日現在) 

※１ 有形固定資産及び投資不動産等の 
      減価償却累計額 

有形固定資産    6,435,517千円 
投資不動産等      51,458千円 

 

※１ 有形固定資産及び投資不動産等の 
      減価償却累計額 

有形固定資産    6,412,915千円 
投資不動産等      51,262千円 
 

※１ 有形固定資産及び投資不動産等の 
     減価償却累計額 

有形固定資産    6,390,605千円 
投資不動産等      60,441千円 

 

 
(中間損益計算書関係) 

 
当 中 間 会 計 期 間           

(自 平成17年４月１日至 平成17年９月30日) 
前 中 間 会 計 期 間           

(自 平成16年４月１日至 平成16年９月30日) 
前 事 業 年 度           

(自 平成16年４月１日至 平成17年３月31日) 
※１ 営業外収益のうち主要なものは、    

次のとおりであります。 
   受  取  利  息        2,458千円 
 

※１ 営業外収益のうち主要なものは、    

次のとおりであります。 
   受  取  利  息        4,977千円 
 

※１ 営業外収益のうち主要なものは、次の

とおりであります。 
   受  取  利  息 9,509千円 
   保 険 収 益 金        402,094千円 

※２ 営業外費用のうち主要なものは、次
のとおりであります。 

   支  払  利  息       55,037千円 
 

※２ 営業外費用のうち主要なものは、次
のとおりであります。 

   支  払  利  息       62,205千円 
 

※２ 営業外費用のうち主要なものは、次の
とおりであります。 

   支  払  利  息 119,206千円 
    

※３ 減損損失 
当社グループは資産を事業部門及び

共用資産にグルーピングしており、投資
不動産及び事業の用に供していない遊
休資産においては個々の物件単位でグ

ルーピングしております。 
当中間会計期間において、以下の資
産グループについて減損損失を計上し

ました。 

場 所 用 途 種 類  

宮 城 県 
仙 台 市 

遊 休 土 地  

愛 知 県 

名古屋市 

賃 貸

住 宅 

（投資不

動産等） 
土 地 
建 物 

 

当社グループは、グルーピング資産
ごとに減損損失の検討を行いました。そ

の結果、継続的な地価の下落等により時
価または将来キャッシュ・フローが帳簿
価額を下回った資産について、帳簿価額

を回収可能価額まで直接減額し、その減
少額を特別損失に計上しております。 
その内訳は、土地41,499千円、投資

不動産等476,989千円であります。 
なお、当社グループの回収可能価額
は使用価値により測定しており、将来キ

ャッシュ・フローを4.5％で割り引いた
数値で計算しております。 
 

※３ 
――――――――― 

※３ 
――――――――― 
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当 中 間 会 計 期 間           

(自 平成17年４月１日至 平成17年９月30日) 
前 中 間 会 計 期 間           

(自 平成16年４月１日至 平成16年９月30日) 
前 事 業 年 度           

(自 平成16年４月１日至 平成17年３月31日) 
 ※４ 当中間会計期間に係る「法人税、住 

    民税及び事業税」及び「法人税等調 
  整額」は当事業年度において予定して 
  いる利益処分による特別償却準備金の 

  取崩しを前提として、当中間会計期間 
  に係る金額を計算しております。 
 

※４ 当中間会計期間に係る「法人税、住 

    民税及び事業税」及び「法人税等調 
  整額」は当事業年度において予定して 
  いる利益処分による特別償却準備金の 

  取崩しを前提として、当中間会計期間 
  に係る金額を計算しております。 
 

※４ 

――――――――― 

 ５ 減価償却実施額 

   有形固定資産            355,016千円 
   無形固定資産            410,549千円 
    投資その他の資産      6,560千円 

 ５ 減価償却実施額 

   有形固定資産            295,859千円 
   無形固定資産            387,687千円 
    投資その他の資産      9,179千円 

 

 ５ 減価償却実施額 

   有形固定資産         678,938千円 
   無形固定資産         781,322千円 
    投資その他の資産 18,358千円 

 

 
 

(リース取引関係         ) 

 
当 中 間 会 計 期 間           

(自 平成17年４月１日至 平成17年９月30日) 
前 中 間 会 計 期 間           

(自 平成16年４月１日至 平成16年９月30日) 
前 事 業 年 度           

(自 平成16年４月１日至 平成17年３月31日) 
リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び中間期末残高相当額  

（単位：千円） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び中間期末残高相当額  

（単位：千円） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び期末残高相当額  

（単位：千円） 

 取得価額 

相当額 

減価償却 

累計額相当額 

中間期末 

残高相当額 

 取得価額 

相当額 

減価償却 

累計額相当額 

中間期末 

残高相当額 
 
 

 
取得価額

相当額 

減価償却 

累計額相当額 

期末残高 

相 当 額 

 有形固定資産
その他 
30,586 19,670 10,916 

有形固定資産 
その他 

48,323 34,303 14,019 
 

 

 有形固定資産 
その他 

54,526 38,511 16,014 

合  計 30,586 19,670 10,916 合  計 48,323 34,303 14,019  合  計 54,526 38,511 16,014 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中間
期末残高が有形固定資産の中間期末残高
等に占める割合が低いため、「支払利子

込み法」によっております。 
 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中間
期末残高が有形固定資産の中間期末残高
等に占める割合が低いため、「支払利子

込み法」によっております。 
 

 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 
 １年内 7,085千円 

 １年超 3,830   
 合 計 10,916千円 
（注）未経過リース料中間期末残高相当額の算

定は、未経過リース料中間期末残高が有
形固定資産の中間期末残高等に占める割
合が低いため、「支払利子込み法」によっ

ております。 
 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 
 １年内 8,128千円 

 １年超 5,891   
 合 計 14,019千円 
（注）未経過リース料中間期末残高相当額の算

定は、未経過リース料中間期末残高が有
形固定資産の中間期末残高等に占める割
合が低いため、「支払利子込み法」によっ

ております。 
 

(2)未経過リース料期末残高相当額 
 １年内 9,771千円 

 １年超 6,243   
 合 計 16,014千円 
（注）未経過リース料期末残高相当額の算定

は、未経過リース料期末残高が有形固定
資産の期末残高等に占める割合が低いた
め、「支払利子込み法」によっておりま

す。 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額及び減損損失 
 支払リース料         5,097千円 
 減価償却費相当額 5,097千円 

 

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 

 支払リース料         4,064千円 
 減価償却費相当額 4,064千円 
 

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 

 支払リース料         8,294千円 
 減価償却費相当額 8,294千円 
 

(4)減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 
 

(4)減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 
 

(4)減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 
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（有価証券関係）           

 
 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても、子会社株式及び関連会社株式で時価のある 
ものはありません。 

 

 (１株当たり情報         ) 
 

項        目 
当 中 間 会 計 期 間           

(自 平成17年４月１日至 平成17年９月30日) 
前 中 間 会 計 期 間           

(自 平成16年４月１日至 平成16年９月30日) 
前 事 業 年 度           

(自 平成16年４月１日至 平成17年３月31日) 
１ 株 当 た り 純 資 産 額 1,611円31銭 1,451円94銭 1,560円59銭 

１株当たり中間(当期)純利益 110円61銭 100円67銭 219円22銭 

 

なお、潜在株式調整後１株当
たり中間純利益については、
潜在株式がないため記載し

ておりません。 
 

同左 なお、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益については、
潜在株式がないため記載し

ておりません。 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は以下の通りであります。 
 

項        目 
当 中 間 会 計 期 間           

(自 平成17年４月１日至 平成17年９月30日) 
前 中 間 会 計 期 間           

(自 平成16年４月１日至 平成16年９月30日) 
前 事 業 年 度           

(自 平成16年４月１日至 平成17年３月31日)
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 （ 千 円 ） 1,635,245 1,488,376 3,484,914 

普通株主に帰属しない金額（千円） －         － 243,942 

（うち利益処分による役員賞与金） （－） （－） (243,942) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 1,635,245 1,488,376 3,240,972 

普通株式の期中平均株式数（株） 14,783,810 14,783,900 14,783,884 

 

 


